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対して行っています。
こうした対応を含め、証券監視委は、開示規

制違反の早期発見・早期是正や再発防止・未然
防止を確実に推し進めるため、以下の取組みを
実施しています。
（1）�開示規制違反の早期発見・・・� �

有用な情報の収集・分析の充実

開示規制違反のリスクに着目した情報収集・
分析を行っています。具体的には、
・不正発生リスクなどに着目し、上場会社に

ついて継続的に情報収集・分析を行ってい
ます。

・各種財務データ等に基づく分析だけではな
く、市場・上場会社を取り巻く環境変化や
制度見直しの進展等を踏まえつつ、ビジネ
スの実態に即した深度ある情報の調査・分
析を行っています。

（2）�効果的・効率的な検査・調査の実施・・・

機動力の強化・多面的な監視

開示規制違反の早期是正を図るため、効率的
かつ機動的に開示検査を実施しています。開
示検査の結果、開示書類の重要な事項につい
て虚偽記載等の開示規制違反が認められた場
合には、課徴金納付命令勧告を行います。
開示書類の訂正報告書等を自発的に提出した
上場会社について、訂正内容や、その会社の
内部統制の機能状況等を把握する必要が認め
られる場合には、開示検査を行います。
また、効果的かつ多面的な開示検査を実施す
る観点から、
・検査対象会社のガバナンスの機能状況の把

握
・大量保有報告制度違反に関する事案の積極

的な検査
・特定関与行為に関する事案の積極的な調査
を実施しています。

（3）�開示規制違反の再発防止・未然防止・・・

経営陣との積極的な対話・積極的な広報活

動

開示規制違反が認められた上場会社の経営陣
と開示規制違反の背景・原因等について議論
し、問題意識を共有することで、会社の自主
的な有価証券報告書等の訂正や、適正な情報
開示に向けた体制構築・整備を促し、再発防
止を図っています。
開示規制違反の未然防止に向けた取組みの一
環として、証券監視委ウェブサイト「市場へ
のメッセージ」において、課徴金納付命令勧
告を行った事案の内容を分かりやすく説明し
ています。また、開示検査事例集では、課徴
金納付命令勧告に至らなかった開示規制違反
事例等についても、その内容を紹介していま
す。こうした積極的な情報発信による広報・
啓蒙活動を通じて、上場会社内での適正な情
報開示に向けた議論や監査対象会社と公認会
計士又は監査法人との対話を促進し、開示規
制違反の再発防止・未然防止を図っていま
す。
金融庁及び公認会計士・監査審査会との連携
に加え、金融商品取引所や日本公認会計士協
会といった自主規制機関等が一層主体的な役
割を果たせるよう、情報・問題意識を適時に
共有するなど連携を強化し、市場監視の実効
性を高めていきます。

３．令和５事務年度における開示検査
の実績とその内容について

（1）令和５事務年度における開示検査の実績

証券監視委は、令和５事務年度において、
21事案の開示検査を実施し、10事案が終了し
ました。開示検査が終了した10事案のうち、
開示書類における重要な事項について虚偽記載
等が認められた９事案（勧告件数は11件）につい
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て課徴金納付命令勧告を行いました。うち、１
事案については、訂正報告書等の提出命令勧告
を併せて行いました（図１参照）。
（2）課徴金納付命令勧告事案の特色

令和５事務年度において、課徴金納付命令勧
告の対象となった開示規制違反には、重要な事
項について虚偽記載がある等の有価証券報告書
等が提出された事案のほか、大量保有報告制度
違反や特定関与行為（重要な事項について虚偽記

載がある等の有価証券報告書等の提出を容易にす

べき行為又はその提出を唆す行為をいいます。）と
いった非定型な事案も見られました。また、重
要な虚偽記載がある等の有価証券報告書等が提
出された事案においては、複数のグループ会社
において売上の過大計上や投資有価証券の過大
計上等、多岐にわたる不適正な会計処理が行わ
れた事案や、関連当事者との取引に係る注記を
行わなかった事案等が見られました。なお、課

徴金納付命令勧告の対象となった上場会社の中
には、開示規制違反を契機として判明した内部
管理体制等における問題について、その改善の
見込みがなくなったことから、東京証券取引所
により上場廃止となった会社も見られました。

また、令和５事務年度において、課徴金納付
命令勧告の対象となった違反行為者（発行者で

ある会社）を業種別分類で見ますと、情報・通
信業（43%）が最も多くなっています。過去（課

徴金制度導入以降）からの累計で見ても、情報・
通信業（21%）が最も多く、次いでサービス業

（19%）、卸売業（14%）と続いています（図２参

照）。
更に、令和５事務年度の課徴金納付命令勧告

事案における主な不適正な会計処理の内容を見
ますと、売上の過大計上／売上の前倒し計上（以

下「売上の過大計上等」といいます。）に関する不
適正な会計処理（36%）が最も多くなっており、

図１：�令和５事務年度における課徴金納付命令勧告事案の一覧

事案数 勧告日 事案概要
課徴金額

※（）は、課徴金勧告の件数

１ 令和５年８月４日
株式会社ディー・ディー・エスが提出した虚偽開
示書類に係る特定関与行為に対する課徴金納付命
令勧告

（1）150万円

２ 令和５年10月20日 株式会社EduLabにおける有価証券報告書等の虚
偽記載に係る課徴金納付命令勧告 （2）２億3705万5000円

３ 令和５年11月28日
株式会社フジオフードグループ本社における有価
証券報告書等の虚偽記載に係る課徴金納付命令勧
告

（3）1200万円

４ 令和５年12月15日 株式会社アマナにおける有価証券報告書等の虚偽
記載に係る課徴金納付命令勧告 （4）3800万円

５ 令和６年１月23日 ITbookホールディングス株式会社における有価証
券報告書等の虚偽記載に係る課徴金納付命令勧告 （5）１億929万円

６ 令和６年３月26日 株式会社サカイホールディングスにおける有価証
券報告書等の虚偽記載に係る課徴金納付命令勧告 （6）3000万円

７ 令和６年４月19日 株式会社アルデプロにおける四半期報告書の虚偽
記載等に係る課徴金納付命令勧告 （7）2100万円

８ 令和６年６月25日
THE WHY HOW DO COMPANY株式会社にお
ける有価証券報告書等の虚偽記載に係る課徴金納
付命令及び訂正報告書等の提出命令勧告

（8）4482万円

９ 令和６年６月28日
株式会社三ッ星株式に係る大量保有報告書等の不
提出及び変更報告書の虚偽記載に係る課徴金納付
命令勧告

（9）32万円
（10）40万円
（11）26万円
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（3）開示規制違反の背景・原因

令和５事務年度において課徴金納付命令勧告
を行った事案では、開示規制違反が行われた背
景・原因として、以下のとおり共通した項目が
認められました。特に、「ガバナンス・内部統
制に関する不備」については、対象となる全て
の勧告事案において開示規制違反の背景・原因
として認められています。

（開示規制違反の背景・原因として共通した主
な項目）
①ガバナンス・内部統制に関する不備
②コンプライアンス意識の欠如
③会計リテラシーの不足・会計監査人との連携

不足

ここでは、共通して認められた開示規制違反
の背景・原因の具体例を項目ごとに紹介しま
す。
①ガバナンス・内部統制に関する不備

（ガバナンスの不備）
経営トップである元社長が自ら、主たる推
進者の立場で取引等に関与し、業務意思決
定を行っていた部分が多く、業務の執行と
監督の間の分掌が不十分でした。このため、
他の役員らによる案件の詳細な把握が困難
な状況となり、問題のある取引やリスクの
高い取引への検討が不十分でした。

（内部統制の機能不全）
不適正な会計処理が行われた売上・売掛金
の計上に関する業務は、長年にわたり経理
責任者１名により行われていました。また、
当該業務のマニュアルが未作成であること、
上司は当該業務に関与しなかったことなど、
当該経理責任者の業務を検証する体制が存
在していませんでした。
当社に内部監査部門が設置された後も、専

任の人員が配置されず、かつ、不適正な会
計処理が行われた子会社は内部監査の対象
外とされていました。また、当該子会社で
は、内部監査部門が存在せず、管理部門の
担当者が形式的な内部監査を行うことにな
っていたため、会計面についての牽制機能
が発揮されていませんでした。

②コンプライアンス意識の欠如
（業績至上主義）

当社グループの役職員は、上場会社として
コンプライアンスを遵守する意識が欠如し
ていたこと、また、開示制度及び会計に関
するリテラシーが不十分であったことから、
会計上のルールよりも予算達成・赤字回避
の目標達成を優先していました。
当社の役員は、コンプライアンス意識の低
さから、内部監査部門・経理部門等の管理
部門を軽視し、人的コストをかけていませ
んでした。

（過去の不正事案に対する経営陣の説明が不足）

過去の不正事案に関する経営陣の対応状況
等について、経営陣から従業員に対する説
明が不十分であり、個人のコンプライアン
ス意識が低下していました。

③会計リテラシーの不足・会計監査人との連携
不足

（会計リテラシーの不足）
過年度決算訂正の反省を踏まえ、決算関連
マニュアルを制定する等、会計基準等の法
令等への準拠性を確認する体制としていま
したが、その後の会計知識向上の啓蒙活動
の取りやめ等により会社全体として適切な
会計処理に関する知識が不足していまし
た。

（会計監査人との連携体制の不備・欠如）
当社は、会計処理の訂正に繋がる情報を外
部から受け取っていたにもかかわらず、財
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なお、【事例２】は、特定関与行為を課徴金
納付命令勧告の対象とした初めての事例となり
ます。

ここまで、大量保有報告制度違反【事例１】
及び特定関与行為【事例２】に対する課徴金納
付命令勧告事例で紹介しましたとおり、近年、
財務情報における虚偽記載だけでなく、非財務
情報における虚偽記載、虚偽開示書類に係る特
定関与行為や大量保有報告制度違反等、様々な
開示規制違反事案が発覚しています。足元では、
令和４事務年度において、非財務情報の不記
載❶に係る課徴金納付命令勧告を行い、令和５
事務年度においても、先ほど事例を紹介しまし
た大量保有報告制度違反や特定関与行為に対す
る課徴金納付命令勧告を行いました。

証券監視委は、令和５年１月に公表しました
中期活動方針（第11期：2023年～2025年）にお
いて、市場を取り巻く大きな環境変化の中で、
市場の公正性・透明性の確保及び投資者保護の
実現等に向けた具体的な施策として、「非定型・
新類型の事案等に対する対応力強化❷」を掲げ
ています。

このため、証券監視委では、投資者に適正な
情報が提供されるよう、過去に勧告を行った類
型にも引き続き対応しつつ、非定型・新類型の
事案等についても、積極的に対応してまいりま
す。

【事例３】売上の過大計上及び投資有価証券の

過大計上等

（対象者：ITbookホールディングス株式会社、建

設業（この他、コンサルティング事業、システム開

発事業等））

（1）概要

当社は、当社及び当社の連結子会社において、
投資有価証券の過大計上、売上の過大計上・前
倒し計上、棚卸資産等の過大計上等の多岐にわ
たる不適正な会計処理を行ったことにより過大
な当期純利益等を計上しました。これにより、
当社は、重要な事項について虚偽の記載がある
有価証券報告書等を提出しました。
（2）主な不適正な会計処理の概要

当社及び当社の連結子会社が行った主な不適
正な会計処理は、以下のとおりです。
①当社の連結子会社における未発注の取引に係

る売上の過大計上
当社の連結子会社Ａ社は、Ｄ社から発注がな

かったにも関わらず、Ａ社とＤ社との商流の間
に、Ａ社代表が実質的に支配していたＣ社とＡ
社代表の依頼により協力したＢ社を介在させる
ことで、Ｄ社が最終納品先であるかのような取
引の外観を作出しました。成果物はＣ社まで納
品されましたがＣ社にとって価値のないもので、
成果物の対価については、Ｃ社が当社の別の連
結子会社Ｅ社より資金を借り入れて支払いを行
っており、当社連結グループ内で資金が循環し

❶  令和４事務年度における非財務情報の不記載に係る勧告事例では、当社が将来にわたって事業活動
を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況等（重要事象等）が存在するにもか
かわらず、有価証券報告書及び四半期報告書の第一部【企業情報】第２【事業の状況】の【事業等の
リスク】にその旨及びその具体的な内容を記載しませんでした。
❷  証券取引等監視委員会 中期活動方針（第11期：2023年～2025年）より一部抜粋

Ⅱ．効果的・効率的な調査・検査
（8）非定型・新類型の事案等に対する対応力強化

証券監視委として過去に勧告・告発等した類型にも引き続き対応しつつ、市場を取り巻く環境変化
等も踏まえ、市場の公正性を脅かしかねない非定型・新類型の事案等（例えば、潜脱的な大量保有・
買付け、新たな類型の偽計等）についても、積極的に対応します。










